ＷＮＶ媒介蚊対策シミュレーション事業

１　はじめに

大阪府では、平成１５年度よりウエストナイル熱ウイルスを媒介する蚊のサーベイランスを実施しており、ウエストナイル熱の侵入に備えて来た。一方、媒介蚊の防除については原則市町村が実施することとなっているが、その体制は十分とは言えない状況にある。

これらのことから、専任の蚊の防除体制を持たない市町村において、事前にシミュレーションを実施することにより蚊防除対策の習熟を目的として実施した。
２　シミュレーション事業体制の整備

大阪府健康福祉部環境衛生課、大阪府泉佐野保健所、泉南市が実施機関として協力し、
大阪府立公衆衛生研究所の技術指導を受けた。社団法人　大阪府ペストコントロール協会、財団法人　大阪防疫協会には薬剤処理の実務協力を、アース・バイオケミカル株式会社、株式会社　葯信社から薬剤の提供及び薬剤の特性に関する情報提供を受けた。
また、泉南市新家地区の新家サングリーン自治会、いずみ台新家住宅自治会には、シミュレーション実施地区として、各戸への事業周知、薬剤配布および蚊捕獲調査地の提供などの協力を得た。

　特に、泉南市は、ウエストナイル熱が発生したとのシミュレーションから、担当課だけの事業でなく危機管理担当課とともに市長以下全市的取り組みとして確認し、市役所の組織横断的な人員体制配置の試みを行った。さらに、実施地区の両自治会は、地域的な取り組みとして隣接の会員外の住民を含めて事業参加を呼びかけた。
このように、初めてのシミュレーション事業は、府・市の行政、昆虫等の防除に関わる公益法人と地域住民が一体となって協力した取り組みとなった。

この事業は、平成１８年７月１１日から市担当課への事業提案、関係機関・協力団体への説明を行い、８月５日の事業実施地区自治会役員説明会から８月２８日地域一斉薬剤処理までの準備期間で実施した（資料１　事業経過）。

　その後、約１ヶ月の効果判定調査を経て平成１８年１０月１２日に、実施機関と協力機関、住民と事業結果に関する検討会議を開催しまとめを行った。

３　役割分担

　　大阪府：健康福祉部環境衛生課は、シミュレーション事業を総括して、各行政組織・公益法人・自治会等の事業体制の確立を行った。また、報道機関への情報提供と取材協力を行い、府民啓発に努めた。

保健所は、媒介蚊対策に関する技術指導を行い、泉南市と協力して事業の実施体制を整備した。併せて、媒介蚊対策の効果判定調査を実施した。
　　泉南市：市行政組織を横断した媒介蚊対策実施体制の整備を行い、薬剤処理などの実務を担った。また、事業実施地区の自治会との連絡調整を行った。
　　自治会：各戸の住民に事業に関する依頼・薬剤の配布と連絡を行い、個人所有地での一斉薬剤処理など自治会内の調整及びとりまとめを行った。
　　公益法人：泉南市が行う薬剤処理を協力実施するとともに、市職員等に実務における技術指導にあたった。
４　蚊防除の実施

　蚊の防除は幼虫対策を主として、昆虫成長制御物質である幼若ホルモン様薬剤を蚊の発生源である排水会所や水溜まりに投入した。

個人の住宅等敷地内は住民自らが８月２６日（土）、８月２７日（日）の２日間で、道路側溝・公園などの公共域は泉南市等が８月２８日（月）に、蚊発生源への薬剤投入を一斉に行った。公共部分における要員は次の通り配置し、約１時間半で作業を終えた。
	大阪府環境衛生課、泉佐野保健所　　　　　　　　　　　　６名

泉南市　（責任者　２名、現場作業者　１１名）　　　　１３名

協力機関（PCO　　９名、防疫協会　　　４名）　　　　１３名


また、成虫対策としての薬剤散布は、環境影響に配慮して行わなかった。
　個人の住宅等は住民自身による薬剤投入であり事業の根幹部分を占めるため、先の自治会役員説明会を夜間・現地において開催した上で、個々の住民への協力依頼と使用する薬剤の説明を配布し、薬剤配布には使用説明書（薬剤の使い方）を添付した（資料２，３）。

５　効果判定調査結果

　　　別添調査結果の通り。

６　まとめ

　事業実施の体制整備は、短期間に行政内部組織の横断的人員編成だけでなく公益法人や地元住民等各種団体からも幅広い協力を得られ、今後、他地域で同様の対応を行う場合のモデルになり得る可能性をみることができた。
幼若ホルモン様薬剤は、全体的には成虫数の減少が見られたことから一定の効果があったと考えられた。
　一方、自治会役員から地域内での蚊が特に減少した実感が小さかったとの意見があり、この原因としては、成虫対策を行わなかったこと、事業区域周辺の池など発生源の対策を行っていないことが考えられるが、そもそも、蚊そのものの全滅は難しいことからウエストナイル熱発生時等においては、蚊に刺されないための各個人による対策の周知など全体的な対策についての十分な啓発が重要であると考えられた。
　これらのことから、現実の感染症発生に伴う媒介蚊対策において、その留意点について列記する。
1) 疾病発生時の防除活動に関して

①　媒介蚊対策は、蚊の駆除と個人の吸血されない工夫とを一緒に追求することが重要であり、広報を積極的に行う必要がある。
②　市民への疾病と薬剤等の正確な情報伝達のため、薬剤の安全性、使用方法など現実的な手法に関する簡潔な説明について、早期かつ十分に啓発を行うことが重要である。。

③　成虫対策としての薬剤散布を行うとすれば、全域では困難と思われることから、蚊に関する相談情報等の集積によって、重点ポイントの選定を検討しておく必要がある。
2)　蚊捕獲など調査活動に関して

　　効果判定や病原体の確認のための調査スタッフの確保・人員体制など、保健所、市町村等関係機関によるによる具体的な検討が必要である。

今回のシミュレーションにおいては、小規模ながら一定の効果を得ることができたが、規模を拡大した場合や異なる体制を持つ市町村における問題点など未だ整理・検討を要する事項が多々存在することから、今後、各市町村の状況等に応じたシミュレートを行うなど手法の検討を継続していきたい。
	【参考】

事業の間、調査地区住民からの質問等は以下の通りであった。

1)　薬剤の安全性に関すること

　　合成薬剤であることから一般的に人体影響を心配された事例、アレルギー体質への影響を心配された質問があった。第２に、野菜等農産物への影響、魚類等水生生物に関する影響についての質問があった。

また、薬剤の依頼文に添付した「人体影響の極めて少ない安全な」薬剤との説明と薬剤の使用説明書に記載した取り扱いの注意には「手袋・マスクの着用」等危険な薬剤のような記載があり住民に混乱を与え、いくつかのご意見が寄せられた。

2)　薬剤の使用方法に関すること

　　通常時の希釈倍率より高くなる場合（例：排水マスに１錠）、危険ではないか。また、薬剤使用後に多量の雨があったが効果に影響はないかとの質問があった。

3)　その他

　　蚊捕集トラップの「注意書き掲示」を失念したため、灯りと吸入扇の音などで不安を与えた。

○　市職員からの意見

　泉南市では課横断的な会議では事業の意義は理解されていたが、実際の薬剤投入担当者段階では実際の作業の意義が十分に浸透していなかったのではとの意見があった。




